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1．なぜ、男性の育児休業か

(1) 夫婦出生力の低下

近年、日本では少子化に歯止めがかかる気配

が一向にみられない。少子化の主な原因は、こ

れまでは未婚化・晩婚化であると考えられてお

り、結婚した夫婦の間では２人程度の子どもを

持つとされていた。しかし今年１月の人口推計

より、「夫婦の出生力の低下」という新たな現

象がみられるようになった。

この現象をふまえ、今年９月に厚生労働省か

ら「少子化対策プラスワン」が発表された。こ

の中で男性を含めた働き方の見直しが提案さ

れ、男性の育児休業取得率を今後３年程度で

10％にするという数値目標が掲げられている。

男性の育児休業取得率は0.55％(旧労働省平成11

年度女性雇用管理基本調査)であるため、目標

値は現状の約20倍である。

(2) 女性に焦点を当てた少子化対策の限界

育児休業は子どもが生まれなければ取得でき

ないため、育児休業取得率が上がれば出生率が

上昇するという因果関係は存在しない。夫婦出

生力の低下への対策として男性の育児休業取得

を取り上げることに、どのような意味があるの

だろうか。

第11回出生動向基本調査(国立社会保障・人

口問題研究所)によると、妻が一貫して就業し

ている夫婦では、結婚後５～９年を経過しても

29.7％が子どもを持っていない。この割合は人

口集中地区では実に37％にも達する。夫婦出生

力は、とくに人口集中地区の共働き夫婦におい

て低いことがわかる。

これまでの少子化対策といえば、女性が仕事

と家庭を両立できるようにすることに重点が置

かれてきた。女性が家事・育児を担いながら男

性よりも労働時間を抑えて働くという方向であ

る。しかし共働き夫婦における出生力の低下が

生じたため、女性だけに焦点を置いた少子化対

策には限界があると解釈されたのではないか。

そこで新たな少子化対策の方針として、男性も

視野に入れて家事・育児を担いながら働けるよう

な環境作りに焦点が当てられるようになったと

考えられる。なかでも男性の育児休業取得が着

目されるのは、一つはこれまで乳幼児の世話が

女性の役割の代表的なものと考えられていたと

いう点、もう一つは子どもが生まれた直後から

家事・育児に積極的に関わる男性は、その後も

継続的に家事・育児を担いながら働くようにな

るという期待が持てるという点からであろう。

以上の背景をふまえ、本稿では厚生労働省に
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おける調査結果（注）をもとに、日本の男性の育

児休業取得率が低い原因を探るとともに、今後

の取得率上昇の可能性について考察したい。

2．男性の育児休業取得率が低い理由

ここでは男性の育児休業取得率が低い原因

を、男性個人の意識、夫婦間における時間と収

入の分布、職場側の要因の３つの視点から探る。

(1)育児休業の取得状況

まずアンケート調査対象者の育児休業の取得

状況を確認すると、末子誕生時に育児休業を取

得したのは女性は60.2％にのぼるのに対し、男

性では3.2％にすぎない（図表－１）。

の意識という観点でとらえると、まず考えられ

るのは「男性は育児休業が取得できない」と思

っているのではないかということである。そこ

で、本調査で育児休業を取得しなかった男性に

対し「育児休業を取得しようと思えば、制度を

利用できましたか？」とたずねたところ、「で

きた」と回答した男性の割合は25.8％とやはり

少ない割合であった。最も多かったのは「でき

なかった」(39.5％)という回答であり、「分から

ない」という無関心派も34.7％にのぼった（図

表－３）。

図表－1 育児休業の取得状況 (末子誕生時)
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また育児休業を取得した場合の取得期間は、

女性の場合は「８ヶ月～１年未満」(37.0％)が

最も多いのに対し、男性の場合は「１ヶ月未満」

が68.8％と７割近くを占める（図表－２）。男性

は育児休業の取得者が少ないだけでなく、取得し

たとしても非常に短い期間であることがわかる。

図表－2 育児休業取得者の休業期間
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(2) 男性個人の意識

男性が育児休業を取得しない理由を男性自身

図表－3 育児休業制度の利用可否の認識
(育児休業を取得しなかった男性)
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日本の育児休業法では、配偶者が常態として

子を養育できる状態にある者を、労使協定によ

って育児休業制度の適用対象外とすることがで

きる。そしてこのように定めている企業は平成

11年度女子雇用管理調査(旧労働省)によれば

73.0％にのぼる。育児休業制度を利用「できた」

とする男性が少数派であるのもやむを得ないの

かもしれない。

実は配偶者が就業していなかったとしても、

産後８週については男性も必ず育児休業が取得

できることになっている。妻は産後８週間は

「常態として子を養育できる状態」ではないと

考えられるためである。このことについて知っ

ているかどうかを確認したところ、65.5％と多

くの男性が「知らなかった」と回答している。

特に妻が非就業のほうが、「知らなかった」と

する割合が高い（図表－４）。やはり男性自身
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が「男性は育児休業を取得できない」と思いこ

んでいることが、取得率の低さの第一の原因の

ようである。

なかった」とする割合は72.9％と、実に３／４

近くを占める (図表－５)。平成13年８月の労働

力調査特別調査(総務省統計局)でも、夫が雇用

者であり末子年齢が０－３歳の有配偶女性は

71.6％が非就業という結果となっている。近年、

女性の労働力率が上昇しているとはいえ、乳幼

児がいる場合は７割以上の女性が就業していな

い。このことも男性の育児休業取得率の低さの

大きな原因となっているといえよう。

図表－4 産後8週は男性も必ず育児休業が取得
できることに対する認知
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(3) 夫婦間における時間と収入の分布

つぎに、夫婦間における時間と収入の分布に

着目して男性の育児休業取得率が低い原因を探

ってみたい。

育児にかけられる時間が夫婦間でどのように

分布しているかを考えるにあたり、まず着目す

べき点は出産時における妻の就業状態である。

妻が就業しておらず、育児にかけられる時間が

多いのであれば、夫に対する育児休業取得のニ

ーズは当然低いことが考えられるためである。

育児休業を取得した男性について書かれたいく

つかの記事をみると、育児休業を取得した男性

の妻はたいていがフルタイムで働いている。

本調査で末子誕生時における妻の就業状態を

男性にたずねたところ、妻がフルタイムで働い

ている人＝「正社員・正職員」と回答した人の

割合はわずか15.6％であった。妻が「働いてい

図表－6 夫と妻の収入差（夫－妻）
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図表－5 末子誕生時における妻の就業状態
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つぎに夫婦間における収入の分布に焦点を当

てたい。育児休業中は、休業前の収入の40％

（休業中に30％、復帰後に10％）を育児休業給

付金として雇用保険から支給されることになっ

ている。所得保障は40％なので、夫婦のうち収

入の少ないほうが休業を取得するのが経済合理

性に適っている。一般的に女性の収入は男性よ

り低いため、共働きだとしてもやはり女性側が

育児休業を取得することになってしまうことが

考えられる。

本調査で夫婦の年収差を求めたところ、共働

き夫婦で「妻のほうが収入が多い」（6.5％）、も

しくは「同程度」（26.1％）となる割合は合計し
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ても32.6％と少数派であった（図表－６）。家計

への影響を考えれば、共働き夫婦のうち７割程

度は妻が育児休業を取得したほうがよいことに

なる。共働きに限らなければ、夫の収入のほう

が多い夫婦は９割以上を占める。この点も、男

性の育児休業取得率が低い大きな原因であると

考えられる。

(4) 職場側の要因

つぎに職場側の要因について目を向けたい。

育児休業取得の必要性は家庭側の要因によって

左右されるが、実際に取得できるかどうかは職

場側の要因も大きく影響することが考えられる

ためである。

まず職場の実態面に着目し、アンケート調査

の結果より１週間あたりの労働時間をみると、

男性は女性と比べて労働時間の長い人が多かっ

た。しかし育児休業の取得希望や実績は、男女

ともに労働時間の長短とは関連がみられなかっ

た。勤め先の従業員数との関連では、女性につ

いては従業員数が多いほど育児休業取得者が増

えるという傾向がみられるものの、男性につい

ても同様の傾向がみられるわけではなかった。

つぎに職場における意識面をみてみる。育児

休業取得に対する職場の雰囲気について回答し

てもらったところ、女性は育児休業を取得しや

すいと感じている人が大半であるのに対して、

男性は「非常に取得しにくい」と回答する人の

割合が53.3％にのぼっており、男女でかなりの

差がみられる（図表－７）。

(5) まとめ

男性個人の意識、夫婦間における時間と収入

の分布、職場側の要因の３つの視点から分析を

行った結果、男性の育児休業取得率の低い原因

は次の５点に整理できるだろう。

① 多くの男性は育児休業が取得できないと

思っている

② そもそも男性は育児休業を取得できる期

間が限られている人が多い

③ 妻が育児を担えるため、夫が休業を取得

するニーズがない

④ 夫の収入のほうが多いため、夫が休業す

ると家計が苦しくなる

⑤ 多くの職場では、男性は育児休業を取得

しにくい

3．男性の育児休業取得率は上昇するのか

では、今後も男性の育児休業取得者は増えな

いのだろうか。あくまでも男性が育児休業を取

得するのは例外的なケースであり続けるのだろ

うか。アンケートの結果を個人側の要因と職場

側の要因の両面から分析し、男性の育児休業取

得率上昇の可能性を考察したい。

(1) 男性自身の意識

男性の育児休業取得率上昇を考えるに際し、

まず重要なのは男性自身が育児休業を取得した

いと思っているかどうかである。

図表－7 育児休業取得に対する職場の雰囲気
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図表－8 育児休業取得希望者
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末子誕生時に育児休業を取得したいと思って

いたかどうかをたずねたところ、「取得したい

と思った」という回答の割合は全体で44.4％で

あった（図表－８）。約半数は条件さえ整えば、

育児休業を取得した可能性がある。とくに若い

年代のほうが「取得したいと思った」という割

合が高く、20代では55.4％と半数を越えている。

若い世代に育児休業取得希望者が多い点は、取

得率の上昇を考えるにあたっては明るい材料で

ある。

(2) 妻の夫に対する休業取得希望

また女性に対して配偶者に育児休業を取得し

て欲しいかどうかをたずねたところ、全体で

40.5％が「取得して欲しい」と回答しており、

「産後８週は取得して欲しい」(13.6％)と合わせ

ると、54.1％と半数以上が夫に対して休業取得

を希望している。この割合は女性側の就業状態

によって多少は異なるが、大差はみられない

（図表－９）。妻が就業していなければ夫に対す

る育児休業取得ニーズが低いとは、一概にいえ

ないことがわかる。

27.4％となっており、合計すると６割以上が賛

意を持っている。特に女性のほうが賛成の割合

が高い。この調査の対象者が乳幼児のいる人と

なっているため、一般的な意見よりも賛成が高

いことが考えられるが、とはいえ「反対」の割

合は全体で3.3％と非常に少数である。同僚の育

児休業取得に対しては好意的な意見が多いと解

釈してさしつかえないだろう（図表－10）。

図表－9 夫に対する育児休業取得希望(女性)
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(3) 同僚の育児休業取得に対する賛意

同僚の男性が育児休業取得することに対して

の賛意をたずねたところ、全体で「賛成である」

が34.4％、「どちらかといえば賛成である」が

図表－10 同僚男性の育児休業取得に対する賛意
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(4)1－2ヶ月の休業取得の影響

さて前述のとおり現段階では妻が非就業であ

ったり、妻が育児休業を取得していたりする場

合は、男性は妻の産後１－２ヶ月しか育児休業

を取得できない場合が多い。実際に男性の育児休

業期間はほとんどが短期である（図表－３）。そ

こで１－２ヶ月という短期間に的を絞って、男性

の育児休業取得の可能性についてみてみたい。

まず同僚が１－２ヶ月の休業を取得した場合

に業務にどの程度影響があるのかをたずねたと

ころ、「業務によっては支障がでる」という意

見が全体で68.2％と多数を占めた。１－２ヶ月

という短期の休業であっても、取得時期などに

よって業務への影響が異なるのは当然のことか

も知れない。むしろここでは「業務全般に支障

がでる」という回答が全体で19.1％とそれほど

多くないことに着目すべきと思われる（図表－

11）。
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認めるということが広がれば、社会全体として

子どもを持つことを歓迎する雰囲気になるので

はないかという期待はできる。

今回の調査では、①育児休業取得を希望して

いる男性は少数ではないこと、②とくに若い世

代に取得希望者が多いこと、③妻が就業してい

ない場合でも育児休業の取得希望があること、

④同僚男性の育児休業取得には好意的な人が多

いこと、が新たな発見であった。

ひとことに育児休業といっても、休業の目的

や利用方法は家庭の事情によって様々であるこ

とが考えられる。就業していない妻の育児をサ

ポートする場合は、長期連続の休業よりも有給

休暇が増えるような形のほうが好都合かも知れ

ない。共働き夫婦では交代でそれぞれ半年程度

の育児休業を取得するのがよいというカップル

もあれば、０歳児保育の受け入れ先増加を望む

カップルもいるだろう。

夫婦間や家庭の内外で乳児のケアをどのよう

に分担することが望まれているのだろうか。そ

して望まれるような選択肢は現在の日本社会で

用意できるのか。今後、これらの点をさらに明

らかにしてゆくことが課題である。

（注）ニッセイ基礎研究所が厚生労働省の委託を受け、「育児
休業に関するアンケート調査」を実施・分析した。実施
した調査は企業調査と個人調査の２種類であるが、本稿
では個人調査を分析の対象とした。
調査対象者はマイボイスコム株式会社の全国のモニター
会員より、「６歳未満の子どもを持つ」、「有配偶者」、
「20歳以上40歳未満」という条件を満たす雇用者の男女
と、非就業の女性である。Web調査であるため、回答者
に専門職や事務職の割合が高いという偏りがみられる。
調査時期は2002年3月であり、有効回答数は1,011票、有
効回答率は27.8%であった。

図表－11 同僚の1－2ヶ月の休業が
業務に与える影響
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また実際に育児休業を取得した16名のうち、

休業期間が２ヶ月未満だった12名全員が、人事

上の取り扱いに対して「特に不満に思うことは

なかった」と回答している。

以上の結果より、１－２ヶ月程度の休業であ

れば、周りにとっても本人にとっても大きな影

響はないと考えてよいだろう。もちろんアンケ

ートでは、約半数の男性は育児休業を「取得し

たいとは思わない」という結果がでているし

（図表－８）、女性側に「夫が休業しても役には

立たない」という意見もみられた。これらの点

を考えると男性の育児休業取得がメジャーにな

るのは、まだまだ遠い道のりだと感じる。とは

いえ、短期間の育児休業を取得する男性は増え

ると期待してよいのではないだろうか。まず肝

心なのは、産後８週の間は夫も必ず育児休業が

取得できることが広く知られることであろう。

4．おわりに

男性の育児休業に着目し、取得率の低さの要

因と、取得率上昇の可能性について検討を行っ

た。はじめにも述べたとおり、「男性の育児休

業取得率の上昇」という現象自体は、直接的に

少子化を防ぐ効果があるとはいえない。とはい

え、若い夫婦が育児のための時間を確保すると

いう行動を実際に取ること、また周囲がそれを


